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前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業に係る公募型プロポーザル 

実施要領 

この要領は、前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業の事業目的を達成する上で有効

な提案を広く募り、最良な提案を選定するためのプロポーザルの実施に必要な事項を定め

るものです。 

１ 業務の趣旨・目的                                

 前橋市市民課証明交付窓口等業務の一部を専門的知識・技術・経験を有する民間事業者

に委託することにより、作業品質の確保と安定した業務運営の維持を図り、当該業務の質

の維持及び向上を図ることを目的とします。 

 この目的を達成するために公募型プロポーザルを実施し、受託候補者を選定します。 

２ 業務の内容・概要                                

（１）業務名    前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業 

（２）業務の場所   前橋市大手町二丁目１２番１号 前橋市役所１階市民課及び同課フ 

         ロア周辺 

（３）委託業務内容 資料１「前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業仕様書」のとお 

        り 

３ 契約期間・委託期間                                     

事前準備期間 契約締結日から令和３年１１月３０日まで 

委託期間   令和３年１２月１日から令和６年１１月３０日まで（地方自治法第２３

４条の３の規定に基づく長期継続契約）    

４ 予算額                                      

２５６，０１４，０００円（業務履行のための事前準備期間を含む委託期間の総額。消 

費税及び地方消費税相当額を含む。）を予算の上限額とします。 

※金額は企画提案内容の規模を示すためのものであり、契約時の予定価格を示すものでは

ありません。 

５ 応募資格                                      

本業務のプロポーザルに応募する事業者は、次に掲げる条件を全て満たし、業務を安定

的・円滑に実施できる者とします。ただし、（１）については、企画提案書等受付開始日の

令和３年６月９日（水）までに認定を受けていることが条件となります。 

なお、複数の事業者による共同提案は認めません。 

（１）令和２・３年度前橋市物品・役務等業務競争入札参加資格審査申請（※）を行い、

当該競争入札参加資格の認定を受けており、かつ、当該認定を受けた品目に「大分

類：事務処理 小分類：その他の事務処理」又は「大分類：情報処理 小分類：その

他の情報処理」が含まれていること。 

（２）企画提案募集に係る公告の日から受託者候補の特定の日までの期間に、前橋市物品

の製造等業者指名停止措置要綱第２条又は前橋市建設工事等暴力団排除対策措置要綱

第２条の規定による指名停止期間中の者ではないこと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に 
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該当しない者であること。                                 

(４) 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号の規定による本市の入札参加の制限を

受けていない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（会社更

生法第１９９条第１項の規定による更生計画の認可又は民事再生法第１７４条第１項

の規定による再生計画の認可がされている者を除く。）でないこと。                                

(６) 前橋市暴力団排除条例（平成２３年前橋市条例第３８号）に規定する暴力団員等

（地方自治法施行令第１６７条の４第１項第３号の規定に該当する者を除く。）でない

こと。 

（７）労働関係法令に違反し、官公署から告発又は勧告等を受けていないこと。 

（８）以下のいずれかの認証を取得していること。 

   ① プライバシーマーク 

   ② ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳ Ｑ ２７００１ 

※ 令和２・３年度前橋市物品・役務等業務競争入札参加資格審査申請については、資料

２をご覧ください。なお、令和３年６月９日までに入札参加資格の認定を受けるため

には、ぐんま電子入札共同システムにより申請をし、５月１４日（金）までに「申請

受理通知」を受ける必要がありますのでご注意願います。 

６ スケジュールの概要                                     

  

プロポーザルに関するスケジュール（予定） 

   項    目 期     日 備    考 

実施要領・仕様書等の公表 令和３年５月６日（木） ホームページからダウン

ロード 

説明会参加申込期間  令和３年５月６日（木） 

～令和３年５月１９日（水） 

プロポーザル応募希望者

の参加は任意 

説明会 令和３年５月２１日（金） 終了後、執務室視察会あ

り 

質問受付期間 令和３年５月２４日（月） 

～令和３年６月２日（水） 

電子メールにて提出 

質問回答期限 令和３年６月８日（火） 電子メールにて回答 

ホームページに掲載 

企画提案書等受付期間 令和３年６月９日（水） 

～令和３年６月２３日（水） 

持参又は郵送（書留又は

簡易書留） 

一次審査（書類審査） 令和３年７月上旬予定  

一次審査結果通知の発送  令和３年７月上旬予定 全応募事業者へ文書通知 

二次審査（プレゼンテーシ

ョン及びヒアリング） 

令和３年７月中旬予定  
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最終結果通知の発送 令和３年７月下旬予定 二次審査全参加事業者へ

文書通知 

最終選定結果の公表 令和３年７月下旬予定 ホームページ等で公表 

契約締結 令和３年８月上旬予定  

事前準備期間 契約締結日 

～令和３年１１月３０日（火） 

 

業務開始 令和３年１２月１日（水）  

 

７ 説明会及び執務室視察会                                            

公募に当たり、下記のとおり説明会及び執務室視察会を行います。なお、本プロポーザ

ルに応募を希望する事業者は、説明会への参加は任意とします。参考資料のみを希望する

場合には説明会等参加申込書（様式第１号）に記入の上、（１）のエの期日までに提出して

ください。 

（１）説明会 

ア 日時     

令和３年５月２１日（金）午後３時から 

イ 場所     

前橋市大手町二丁目１２番１号  前橋市役所 １１階北会議室            

ウ 参加人数   

１事業者につき５人以内 

エ 申込み    

説明会等参加申込書（様式第１号）については、令和３年５月１９日（水）午後 

   ４時までに１５に記載の提出先宛てに電子メールにて提出してください。 

オ 配布資料   

当日は、仕様書（資料１）を印刷してお持ちください。また、参考資料を１部配 

布します。配布資料は参加や本業務の企画提案書等の作成のため必要に応じて複製

を認めますが、その他の目的のために使用又は内容を提示することを禁じます。 

（２）執務室視察会 

  説明会終了後、午後６時から７時までの予定で、企画提案の参考としていただくた

めに希望者のみを対象として合同の執務室視察会を開催します。希望する事業者は、

説明会等参加申込書の所定の欄にご記入ください。（当日の申込は不可）なお、写真撮

影は可としますが、社員証をご持参願います。 

８ 仕様書等の配布                                

本プロポーザルの説明会への参加を希望する事業者は、必要に応じて下記の書類を本市 

ホームページからダウンロードして使用してください。 

（１）説明会等参加申込書（様式第１号） 

（２）質問票（様式第２号） 

（３）前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業仕様書 (資料１) 
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９ 質問受付及び回答                                  

企画提案書類等の作成に当たっての質問、回答方法等は、下記のとおりです。 

（１）質問受付期間は、令和３年５月２４日（月）から６月２日（水）午後４時までと 

し、その後は質問票の提出を認めません。 

（２）質問の提出は、質問票（様式第２号）に内容を記載のうえ、電子メールに添付して

１５に記載の提出先宛てに電子メールにて提出してください。なお、質問は、企画提

案書等の作成に係る質問に限るものとし、審査に係る質問は、受け付けません。 

（３）回答方法及び回答日  

  ア 回答方法    

質問を提出した事業者には、電子メールにて回答するとともに前橋市ホームペー 

ジに掲載します。 

  イ 回答期限    

令和３年６月８日（火）を最終回答期限とします。 

  ウ その他     

質問に対する回答は、本要領及び仕様書の追加又は修正事項として取り扱うこと 

   とします。 

10 企画提案書等の提出                                

本プロポーザルへ応募する事業者は、次のとおり企画提案書等を提出してください。 

（１）提出書類 

  ア 公募型プロポーザル応募申請書（様式第３号）       正本１部、副本６部 

  イ 誓約書（様式第４号）                  正本１部、副本１部  

ウ 登記事項証明書（商業登記簿謄本）            写し２部 

エ 会社の概要が分かるパンフレット・カタログ等       ７部 

オ 企画提案書（任意様式）                 正本１部、副本６部 

カ 直近の決算３年分の財務諸表（貸借対照表及び損益計算書） ３部 

  キ プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳ Ｑ ２７００１の 

取得が分かる書類                    写し２部 

  ク 損害賠償責任保険証書                  写し２部 

ケ 見積書（様式第５号）                  正本１部、副本６部 

  ※このほかに、審査・選考上、前橋市が必要とする追加書類の提出を求める場合があ

ります。 

（２）提出書類受付について 

ア 提出方法及び受付期間    

持参：令和３年６月９日(水)午前８時３０分から令和３年６月２３日(水)午後４

時まで 

郵送：令和３年６月２３日(水)までに書留郵便又は簡易書留郵便により必着する

こと。 

イ 提出場所    
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１５に記載の提出先・問合せ先担当宛て 

  ウ 辞退の場合 

    プロポーザルへの応募申請後に参加を辞退する場合には、辞退届（様式第６号）

を提出してください。 

（３）企画提案書等の書式等 

   Ａ４縦版横書き、長辺綴りで両面印刷。やむを得ずＡ３版を使用する場合には、片 

  面印刷でＡ４サイズにＺ折短編綴りとしてください。文字サイズは１２ポイントを標 

準とし、ページ番号を付番してください。企画提案書は、表紙及び別に添付する書類 

やパンフレット・カタログ等を除き、３０ページ以内の構成にしてください。 

（４）企画提案書の構成 

   企画提案書には以下に示す項目ごとに提案等を記載するものとし、各項目に見出し 

を付けてください。   

大項目 中項目 記 載 内 容 

会 社 の

概 要 ・

実績 

会社の安定

度 

(１)直近３年間の総資産、経常利益率、年間売上高、自己

資本比率 

業務の受託

実績 

(１)各種証明書の窓口受付・出力・交付業務のそれぞれ過

去５年間全ての受託実績(人口規模を記載） 

(２)郵送による住民票の写し及び郵送並びに窓口受付での

公用による各種証明書受付・出力・発送業務のそれぞ

れ過去５年間全ての受託実績(人口規模を記載） 

資格状況 (１)プライバシーマーク取得の有無 

(２)ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳ Ｑ ２７００１

取得の有無 

(３)ＩＳＯ９００１取得の有無 

(４)ＩＳＯ１４００１取得の有無 

 

 

 

委 託 準

備 ・ 人

材育成 

準備計画 (１)受託業務開始までの準備計画について、業務遂行のた

めに作成する業務手順書（マニュアル）等全ての書類

の詳細な内容や事前準備期間中に行う具体的な業務 

(２)従事者配置計画と企業による業務実施のためのバック   

アップ体制 

(３)従事者への研修計画、研修内容及び習得度の確認方法 

人 材 の 確

保、育成 

(１)従事者の継続的な雇用の考え方、正社員登用や給与、 

  昇給、各種手当等従事者が働きがいを持ち、業務に従 

事できる環境づくり  

(２)受託後の従事者への具体的な研修計画・内容 

 

 

 

現場体制 (１)労働関係法令等及び労働者派遣事業と請負により行わ

れる事業との区分に関する基準を定める告示（昭和６

１年労働省告示第３７号）を遵守する具体的な仕組や
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業務 

設計 

 

その実施体制 

(２)ヘルプデスクや蓄積事例のまとめ等の業務遂行を支え 

  る仕組 

業務品質の

確保 

(１)ミスの管理、分析、改善策の立案及び前橋市との共有 

について 

(２)従事者の業務スキルを把握する仕組 

(３)法改正、関係省庁からの通知等についての対応方法や

仕様変更の反映方法 

市民サービ

スの向上 

(１)モニタリング 

(２)ＣＳ向上のための取組 

  （待ち時間短縮、接客技術の向上の考え方） 

(３)障害のある方への配慮 

(４)外国人への対応 

(５)キャッシュレス決済への対応 

 

リ ス ク

に 対 す

る対処 

信頼性 (１)従事者へのコンプライアンス教育や個人情報保護に対 

  する安全管理措置 

(２)突発的な休暇への具体的な対応方法と対策 

(３)苦情への具体的な対応方法と対策 

リスクマネ

ジメント 

(１)トラブル発生時の管理者や会社との連絡体制や具体的 

な対応方法 

(２)賠償責任能力について（保険証書の提出） 

(３)新型コロナウイルス感染者が発生した場合の対応（業 

務継続計画） 

コスト 委託費用    － 

（５） 提出書類の取扱い 

 ア 変更等の禁止   

提出された書類は、これを書き換え、差し替え、又は撤回することはできません。  

イ 提出書類の返却  

提出された書類はお返しできません。 

  ウ 費用について   

応募申請に要する一切の費用は、事業者の負担とします。 

  エ 公表について   

選定に係る公表等を行う場合に、応募書類の内容の全部又は一部を使用する場合 

   があります。 

11 審査                                        

（１）一次審査 

   提出された書類に基づき審査を行います。なお、応募者が４者以上のときは、審査 

により上位３者を選定します。また、応募者が１者の場合も審査を行います。 
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ア 日時   

令和３年７月上旬（予定） 

  イ 審査方法  

審査に当たっては審査委員会を設置し、委員会が（４）の選定基準に基づいて別 

 に定める提案評価基準に基づき審査します。 

ウ 審査結果発送予定 令和３年７月上旬（予定）  

全ての応募者に文書で通知します。 

  エ 審査の経緯及び審査内容に係る問合せには応じません。また、審査結果に対する

異議の申立て等は受け付けないこととします。 

（２）二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

   提案者からのプレゼンテーション及びヒアリング（質疑応答）を、非公開にて行い 

  ます。プレゼンテーションにおいて使用する資料は提出された企画提案書とし、当日 

  に新たな説明資料を追加提出することはできません。資料をスクリーンに投影し、説 

明することはできますが、内容は企画提案書の内容を編集したものに限ります。プロ 

ジェクター及びスクリーンは前橋市で用意しますが、パソコンやケーブル等は提案者 

が用意してください。 

ア 日時   

令和３年７月中旬(予定)  

  イ 所要時間  

１事業者につき４０分以内（プレゼンテーション２０分、ヒアリング２０分） 

 ウ 出席者   

１事業者につき３人以内 

  エ 審査方法 

    企画提案のプレゼンテーション及びヒアリングにより、審査委員会において(４)

の選定基準及び別に定める提案評価基準に基づき評価を行った後、各委員の意見を

踏まえて議論し、受託候補者の選定を行います。ただし、最高点の者が複数いる場

合は、審査委員の多数決にて受託候補者を選定します。多数決が同人数の場合には、

委員長が決します。 

オ 審査結果発送予定  

令和３年７月下旬（予定）  

二次審査を受けた全ての事業者に文書で通知します。 

  カ 審査の経緯及び審査内容に係る問合せには応じません。また、審査結果に対する

異議の申立て等は受け付けないこととします。 

（３）失格 

次に該当する応募者は、失格とすることがあります。 

   ア 提出書類等の提出期間を過ぎて提出した場合 

イ 応募者が応募資格要件を満たしていない場合 

ウ 提出書類に虚偽の記載があった場合 
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エ 提出書類の「必須事項」に記載漏れがあり、かつ、提案内容が不明瞭な場合 

オ 複数の申請を行い、又は複数の事業計画書を提出した場合 

カ 審査に関する不正な行為が認められた場合 

キ その他本事業の遂行にふさわしくないと認められた場合 

 

（４） 選定基準 

   審査委員会の審査に当たって各委員が、次の表の評価項目ごとにそれぞれ同表の右

欄に掲げる配点を満点（２００点）として評価します。 

区 分 評価項目 評 価 事 項 配点 

会 社 の

概 要 ・

実績 

会社の 

安定度 

(１)事業者の財務状況 １０ 

業務の 

受託実績 

(１)業務の適正な執行と事例の蓄積 ２０ 

資格状況 (１)プライバシーマーク等の取得状況  ５ 

 

委 託 準

備 ・ 人

材育成 

準備計画 (１)事前準備期間、内容の有効性 

(２)統括管理責任者を中心とした体制や組織的なバック 

アップ 

(３)関係法令やシステム操作及び接遇に関する研修体制 

２０ 

人 材 の 確

保、育成 

(１)雇用条件や福利厚生等による継続的な安定雇用に対 

する取組 

(２)受託後の従事者研修に対する継続的な取組    

２０ 

 

 

 

業務 

設計 

 

現場体制 (１)偽装請負の防止体制 

(２)ヘルプデスクや蓄積事例により業務遂行を支える仕 

組 

２５ 

業務品質の

確保 

(１)ミス防止や業務品質の維持・向上のための取組 

(２)従事者の業務スキル確保のための取組 

２５ 

市民サービ

スの向上 

(１)モニタリング結果の反映 

(２)高品質のサービス提供 

２０ 

 

リ ス ク

に 対 す

る対処 

信頼性 (１)個人情報保護に対する企業の考え方 

(２)苦情への具体的な対応方法や引継ぎ手順、サービス

への反映 

２０ 

リスクマネ

ジメント 

(１)重大事故（システム障害、自然災害等）発生時の対 

応方法 

(２)対人、対物等事故に対する賠償責任能力 

(３)新型コロナウイルス感染者発生時の対応方法 

２０ 

コスト 委託費用 (１)委託業務全般における内訳や算出の具体的根拠 １５ 

（５） その他留意事項 

  ア 事業者に関する実地調査   
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審査委員会が必要と認める場合は、事業者が運営する事業等の実地調査を行うこ

とがあります。 

イ 審査委員との接触     

募集要項の公表日から審査結果の公表日までの間、事業者及びその関係者が、審

査に関して審査委員会の委員と接触することを禁じます。また、接触の事実が認め

られた場合は失格となることがあります。 

ウ 選定結果の通知  

選定結果は、一次審査の結果にあっては全ての応募事業者に、二次審査の結果に

あっては二次審査参加事業者へ文書で通知します。 

エ 二次審査の結果について、前橋市ホームページにおいて公表します。 

12 契約                                      

（１）企画提案内容がそのまま契約内容となるものではなく、具体的な契約内容及び金額

は前橋市との協議により、決定します。 

（２）プロポーザルにより選定された受託候補者との随意契約となります。（１）の協議が

整った後、速やかに契約の手続を行います。 

（３）受託候補者との協議が不調に終わった場合、次順位者と協議する場合があります。 

（４）提案者が１者の場合でも審査を行い、最低基準点を満たした場合は受託候補者とし、

契約を行います。ただし、最低基準点を満たさない等、プロポーザルが不成立の場合

は再度公募します。 

（５）契約保証金 有（別紙「契約保証金の納付について」を参照してください。） 

13 その他                                      

（１）企画提案書等の作成及び提出並びに契約書の作成及び提出に係る費用は、全て応募

する事業者の負担とします。 

（２）本プロポーザルの内容に係る情報の公開が求められた場合は、前橋市情報公開条例

に基づき行うものとします。 

(３) 提出された企画提案書等は返却せず、本プロポーザル以外の目的では使用しません。 

(４) 応募する事業者は、本プロポーザルにおいて知り得た情報を本プロポーザル以外の

目的で使用してはなりません。 

（５）この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による

長期継続契約であるため、この契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において、

発注者の歳出予算の減額又は削除があった場合は、発注者はこの契約を変更又は解除

することができます。 

14 資料・様式                                      

資料１ 前橋市市民課証明交付窓口等業務委託事業仕様書   

資料２ 令和２・３年度前橋市物品・役務等業務競争入札参加資格審査申請 

様式第１号 説明会等参加申込書 

様式第２号 質問票 

  様式第３号 公募型プロポーザル応募申請書 
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  様式第４号 誓約書   

 様式第５号 見積書 

 様式第６号 辞退届            

別紙 契約保証金の納付等について（物品の購入及び製造、清掃等役務の提供に係る

業務及び動産の賃貸借業務） 

15 提出先・問合せ先                                  

  〒３７１－８６０１  

群馬県前橋市大手町二丁目１２番１号 

前橋市役所 市民部市民課証明交付係 担当 井草、星野、成田 

対応時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで（土日祝日除く） 

電話番号 ０２７－８９８－６１１４（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ ０２７－２４３－３９０６（直通） 

メールアドレス siminka@city.maebashi.gunma.jp 


